
 

 

 

高齢者向け住まい・施設における円滑な救急対応等について 

 

全国の高齢者の救急搬送は、高齢化の進行に伴い増加の傾向にあ

り、平成３０年の救急搬送者数５９６万人のうち、約６割に当たる

３５３万人となっている。特に、首都圏においては、高齢者の救急

搬送者数の増加率が全国平均を上回っている状況にあるほか、住宅

型有料老人ホームなどの高齢者向け住まいや特別養護老人ホーム

などの施設も大幅に増えている。 

これらの高齢者向け住まい・施設からの救急搬送や搬送先の医療

機関においては、病歴・服薬状況などの医療情報や付添いが少ない

ことなどにより、搬送者の病状のほか、蘇生処置や高度な救命処置

の実施等に対する本人・家族の意思の把握に苦慮する事例も多く見

られ、救急対応等への影響が増している。 

しかしながら、高齢者向け住まい・施設における救急対応等につ

いては、全国的な調査が実施されておらず、実態の把握や課題の抽

出が進んでいない。 

こうしたことから、高齢者向け住まい・施設における円滑な救急

対応等の実現に向けて、次の事項について要望する。 

 

 

高齢者向け住まい・施設や関係する医療機関等に対して、救急対

応等について調査を実施し、住まい・施設の類型ごとの実態の把握

や課題の抽出を行った上で、速やかに有効な対策を講じること。 

また、調査に当たっては、新型コロナウイルス感染症の拡大防止

対策に全力で取り組む自治体、施設及び医療機関等に過重な負担が

生じないよう配慮すること。 
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